
企画競争公告 

 

国立大学法人筑波大学において、次のとおり企画競争を実施するので公告する。 

 

１ 件名  

福利厚生事業の業務委託（自動販売機の設置及び管理業務（視覚）） 

 

２ 企画競争の内容 

  本件は、企画提案書等の提出を求め、その内容を審査の上、契約予定者を選定す

る企画競争により実施する。 

企画競争の詳細については、別添の「公募要領」、「仕様書」及び「審査基準」に

よる。 

 

令和８年１０月８日 

 

国立大学法人筑波大学 

契約担当役 

財務担当副学長 古田 和之 



 

 

福利厚生事業の業務委託（自動販売機の設置及び管理業務（視覚））公募要項 

 

 

国立大学法人筑波大学（以下「本学」という。）では、生徒、教職員等（以下「施設利用者」

という。）のニーズに適応した自動販売機による物品の販売等を通じて、その福利厚生の一層の

充実を図るため、本学が提示する諸条件に従い、自動販売機の設置及び管理業務に関し経験と

能力を有する者を公募により募集します。 

 

 

１ 設置場所・建物概要 

○ 建物名称  筑波大学附属視覚特別支援学校 

○ 所 在 地  東京都文京区目白台３－２７－６ 

○ 生徒・教職員数（1 日当たり施設利用者概数） ※令和８年６月１日現在 

生 徒 ： １４４人 

教職員 ： １２６人 

 

２ 設置期間 

令和９年４月１日～令和１４年３月３１日まで 

 

３ 設置台数等 

１台 

 

４ 設置条件等 

別紙仕様書による。 

 

５ 企画競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

次の要件をすべて満たす者に限り応募することができる。（誓約書の提出が必要） 

(1)  国立大学法人筑波大学財務規則施行規程第４６条の規定に該当しない者であること。

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得

ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

(2) 国立大学法人筑波大学財務規則施行規程第４７条の規定に該当しない者であること。 

(3) 国の競争参加資格（全省庁統一資格）又は国立大学法人筑波大学の競争参加資格のい

ずれかにおいて令和９年度に、関東・甲信越地域の「物品の販売」又は「役務の提供等」

の｢Ａ｣、「Ｂ」、「Ｃ」又は｢Ｄ｣等級に格付けされている者であること。 

(4) 契約担当役から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

(5) 公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体、又は公共の安全及び福祉を脅かすお

それのある団体に属するものでないこと。 

 

６ 仕様書の交付並びに企画提案書の提出方法等 

   (1) 仕様書等関係書類交付方法 

     仕様書等関係書類は、本公募要領に添付する。 

   (2) 企画提案書の提出場所、企画競争の内容を示す場所並びに問い合わせ先 

     〒112-0015 東京都文京区目白台３－２７－６ 

国立大学法人筑波大学附属視覚特別支援学校 

事務室 遠藤信貴 

電話 03-3943-5264 

E-mail  fsikakujm@un.tsukuba.ac.jp 

 



 

 

(3) 説明会の開催日時及び開催場所 

本件は、仕様書等関係書類の交付をもって当該説明を省略する。 

(4) 質問事項の受付・回答 

  〒112-0015 東京都文京区目白台３－２７－６ 

国立大学法人筑波大学附属視覚特別支援学校 

事務室 遠藤信貴 

電話 03-3943-5264 

E-mail  fsikakujm@un.tsukuba.ac.jp 

質問受付期限  令和８年１０月２９日 １７時００分まで 

質問への回答は令和８年１１月６日 １７時００分までに行う。 

質問は文書（別紙「質疑書（様式第４号）」）により E-mail にて送信すること。 

 

(5) 企画提案書等の提出方法 

企画提案書等は、持参又は郵送等により提出すること。 

なお、郵送等による場合は、配達証明又は到着日時の記録が残る方法により提出する

こと。 

提出書類は次のとおりとし、提出部数は正本１部及び副本８部とする。 

① 応募申込書（様式第 1 号） 

② 提案書（様式任意） 

提案書の内容 

提案概要・・・施設利用者の利便性とニーズについて 

自動販売機概要・・・設置計画図面、イメージ・写真等 

利用者へのサービス内容・・・提供する商品の内容及び単価、ユニバーサル 

デザイン、災害対応、その他のサービス内容について 

     設置工事等・・・工事内容、設置に伴う経費負担、設置に伴う関係法令上の 

届出、運用開始までの全体スケジュールについて 

管理体制・・・責任体制、防犯・災害対策、商品等の補充頻度、使用済み容器 

回収ボックスの設置及び管理について 

その他・・・売上額に対する還元、他大学等での実績、その他アピールしたい

提案事項 

③  誓約書（様式第２号） 

④  会社概要（会社定款、最新の営業報告書又はこれらに相当するもの） 

⑤  国の競争参加資格（全省庁統一資格）通知書又は国立大学法人筑波大学の競争参

加資格の結果の写し 

⑥  営業許可証の写し（牛乳自動販売機等許可が必要なもの） 

⑦ 審査基準にある「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価」における認

定等又は内閣府男女共同参画局長の認定など相当確認通知がある場合は、その

写し 

⑧ 再委託承諾申請書（様式第３号）  

※業務の全部又はその主たる部分を再委託する場合は、以下「再委託に関する

取扱い」を参照し作成すること。 

再委託に関する取扱い 

    ＵＲＬ https://www.tsukuba.ac.jp/about/bid-contract/#kijun 

⑨  その他参考資料 

(6) 企画提案書の作成方法等 

①用紙の大きさは A4 縦、横書きとする。ただし、図表等については、必要に応じ A4

横又は A3 版の折り込みも可とする。 



 

 

②書類は、日本語及び日本国通貨を用いて作成すること。 

③書類の作成及び提出に係る費用は、選定結果に関わらず企画提案者の負担とする。

また、提出された企画提案書等については返却しない。 

④ 企画提案の内容については、他者の企画提案の全部又は一部を引用し、又は転載

してはならない。 

(7) 企画提案書の提出期限等 

提出期限：令和８年１１月６日 １７時００分（必着） 

提出先：上記（2）に示す場所。 

提出された企画提案書等は、提出期限後における差替え、追加又は訂正は認めない。

ただし、本学が審査上必要と認めて、補足説明資料その他必要な資料の提出を求めた

場合は、この限りでない。 

(8) 企画提案書の無効 

① 企画競争に参加する者に必要な資格を有しない者が提出した企画提案書 

② 書類に不備があり、又は記載すべき事項が記載されていない企画提案書  

③ 提出期限までに提出されなかった企画提案書  

④ 仕様書に記載した全ての業務内容について提案がなされていない企画提案書 

⑤ 公募要領又は仕様書に必須要件が示されている場合において、当該必須要件を満

たしていない企画提案書 

 

７ 契約者の決定及び契約等について 

   (1) 選定方法 

    仕様書に基づき、審査基準の必須の必要条件を満たした提案者の中から、提出された

提案内容を総合的に評価し、最も評価の高い者を契約予定者として選定する。 

(2) 審査基準 

別途定めた審査基準のとおり 

(3) 業者選定結果の通知 

令和８年１２月４日までに電話又は E-mail にて通知する。 

(4) 契約書作成の要否 

要。 

(5) 選考の結果、契約予定者と企画提案書を基に契約条件を調整するものとする。なお、

契約金額については企画提案書の内容を勘案して決定するので、企画提案者の提示す

る金額と必ずしも一致するものではない。また、契約条件等が合致しない場合には契

約締結を行わない場合もある。 

 

８ スケジュール 

(1) 公募公告期間：令和８年１０月８日 ～ 令和８年１１月６日 

(2) 質問等の受付期限：令和８年１０月２９日 １７時００分 

(3) 質問等の回答期限：令和８年１１月６日 １７時００分 

(4) 企画提案書の提出期限：令和８年１１月６日 １７時００分（必着） 

(5) 審査：令和８年１１月下旬頃 

(6) 選考終了：令和８年１２月４日 

(7) 契約締結：令和９年１月上旬頃（目安であり変更もあり得ることに留意） 

(8) 契約期間：令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで 



 

 

福利厚生事業の業務委託（自動販売機の設置及び管理業務（視覚））仕様書 

 

１ 設置場所 

 筑波大学附属視覚特別支援学校 

（東京都文京区目白台３－２７－６） 

 

２ 設置期間 

令和９年４月１日～令和１４年３月３１日まで 

  

３ 設置台数等 

１台（設置場所は別紙１「自動販売機設置場所一覧」及び別紙２「配置図」のとおり） 

  

４ 販売する商品の種類及び価格  

①種類 

飲料（缶又はペットボトルなど密閉式の容器入りの清涼飲料水等）  

※飲料は酒類及びノンアルコール飲料を除く。 

※販売される商品は日本製に限る。 

②販売価格  

飲料については、標準販売価格（定価１４０円以下）は１０円引き、（定価１５０円以上）

は２０円引きを目安とし、具体的な販売価格を提案すること。 

なお、販売する商品の種類及び価格については、本学担当者と協議し決定するものとする。 

 

５ 設置条件等 

①自動販売機の機種は、省エネ法（「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（昭和５４

年６月２２日法律第４９号））に基づき経済産業大臣が定める「自動販売機の性能の向上

に関する製造事業者等の判断の基準等」により、省エネ対策を施したエネルギー消費効

率のよい自動販売機であること。 

②自動販売機を据付ける際には、日本工業規格（JIS）の据付基準又は（社）全国清涼飲料

工業会の自動販売機据付基準マニュアルを遵守し、転倒防止措置を講ずること。 

③自動販売機設置のための電気配線等は目立たないように配慮すること。 

なお、給排水設備を必要とする自動販売機及び販売商品は設置できません。 

④自動販売機窃盗被害の発生防止のため、堅牢化基準による防犯対策等を実施し、犯罪の

防止に努めること。 

⑤自動販売機の設置に関する必要な手続きは委託者が行うこと。 

⑥委託者は本学との必要な手続きを実施したうえで自動販売機を設置することとし、設置

にあたっては事前に本学担当者と協議すること。なお、設置後本学の要請により、増設、

移設、廃止を行う場合がある。 

⑦販売商品等の搬入、廃棄物の搬出経路については、本学の指示に従うこと。 

⑧原則、講義時間中の商品補充等音の出る作業は行わないこととする。 

⑨本学は委託者に対し、本委託業務に伴う報酬等いかなる対価も支払わない。 

⑩車椅子利用者対応のユニバーサルデザイン自動販売機であること。 

⑪自動販売機は、交通系 IC カードおよび流通系 IC カードによる電子マネー決済、または

QR コード決済に対応していること。 

⑫自動販売機は、災害時に中の飲料を無料で提供できる機能（フリーベンド機能）を有す

ること。 

 



 

 

６ 売上額に対する還元 

①還元する金額は、売上金額の１０％以上とする。 

②４月から９月分及び１０月から３月分の年２回、本学からの請求により、本学指定の口座

に指定する期日までに振り込むこと。 

 

７ 電気料 

電気使用量実費負担とするため、委託者は、自動販売機に係る電気料を正確に検針できるよ

うに専用の子メーターを設置すること。（メーターの検針は本学担当者が行う。） 

電気使用料は、４月から９月分及び１０月から３月分の年２回、本学からの請求により、本

学指定の口座に指定する期日までに振り込むこと。 

 

８ 維持管理責任 

①商品管理、売上金回収・つり銭補充等の金銭管理など、自動販売機の維持管理については、

設置事業者が行うこと。また、常に商品の賞味期限に注意するとともに、売り切れ商品が

ないよう努めること。 

②自動販売機に併設して、原則として自動販売機１台に１個の割合で、選別回収タイプの回

収ボックスを設置するとともに、設置事業者の責任で適切に空き容器を回収・処分するこ

と。 

③回収ボックスからの容器の回収と処理は、設置業者の責任においてこれを行う。なお、回

収頻度についても、回収ボックスから容器が溢れないよう十分に配慮するとともに、周辺

環境の美化に努めること。 

④自動販売機の清掃を実施するとともに、衛生管理及び感染症対策については、関係法令を

遵守するとともに徹底を図ること。 

⑤自動販売機の故障や問い合わせ、苦情については、設置業者の責任において対応すること。

また、自動販売機に故障時等の連絡先を表示すること。 

⑥連絡先の表示については、自動販売機販売管理者の名・住所・電話番号を統一ステッカー又

は同等の内容が記されたものを貼付すること。 

 

９ 費用負担 

下記に記載する事項に関る費用はすべて委託者の負担とする。 

①自動販売機の購入、設置、更新、撤去並びに保守・故障対応等に要する経費 

②自動販売機に装着する漏電・漏水等安全対策に要する経費 

③商品の補充、売上金回収、釣り銭補充等に要する経費 

④自動販売機周辺に設置する回収ボックスの設置及び空き容器回収に要する経費 

⑤自動販売機の設置に伴う電気工事の追加を必要とする場合はそれに要する経費 

⑥自動販売機の設置に伴う光熱費等日常の管理経費 

 

１０ その他 

①販売商品（衛生管理に起因するものを含む）、自動販売機に起因する事故による本学及び

第三者への賠償は委託者の責任において全て行うものとする。 

②本契約についての必要な細目は、国立大学法人筑波大学契約事務取扱細則及び役務提供契

約基準による。 

③本仕様書に定めのない事項については、本学と協議のうえ、決定するものとする。 

 

 

 

 



 

別紙１ 

 

自動販売機設置場所一覧 

 

No. 設置場所 
設置場所の寸法(※） 

台数 内訳 
幅 奥行 

１ 
附属視覚特別支援学校 

体育館玄関前 
２ｍ以内 １ｍ以内 1 台 清涼飲料水 

(※)回収ボックスを含む 

 





 

 

 

 

様式第１号 

令和  年  月  日 

 

応 募 申 込 書 

 

 

国立大学法人筑波大学 御中 

 

 

 

募集要項の各項を承知の上、福利厚生事業の業務委託（自動販売機の設置及び管理業務（視

覚））募集について、次のとおり参加したいので、資料を添えて申し込みます。 

 

 

 

１ 申込者 

   住所又は所在地 

    (〒   ―    ) 

 

氏名又は名称及び代表者名                  印 

    

電話番号 

 

 

２ 添付書類 

(1) 提案書 

(2) 誓約書（様式第２号） 

(3) 会社概要（会社定款、最新の営業報告書又はこれらに相当するもの） 

(4) 国の競争参加資格（全省庁統一資格）又は国立大学法人筑波大学の競争参加資格の結

果通知書の写し 

(5) 審査基準にある「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価」における認定等

又は内閣府男女共同参画局長の認定など相当確認通知がある場合は、その写し 

(6) 営業許可証の写し（許可が必要なものを販売する場合のみ添付すること） 

(7) 再委託承諾申請書（様式第３号） 

(8) その他参考資料 

 

 



 

 

様式第２号 

誓 約 書 

 

 

令和  年  月  日 

 

国立大学法人筑波大学 御中 

 

 

 

                  住 所 

                 （所在地） 

 

氏 名                         印  

（名称及び代表者氏名）              

  

 

 

 福利厚生事業の業務委託（自動販売機の設置及び管理業務（視覚））の申込みにつき、下記に

掲げる事項に相違ないことを誓約します。  

 

記 

 

(1) 国立大学法人筑波大学財務規則施行規程第４６条の規定に該当しない者であること。な

お、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている

者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

(2) 国立大学法人筑波大学財務規則施行規程第４７条の規定に該当しない者であること。 

(3) 国の競争参加資格（全省庁統一資格）又は国立大学法人筑波大学の競争参加資格のいず

れかにおいて、『令和９年度に関東・甲信越地域の「物品の販売」又は「役務の提供」Ａ、

Ｂ、Ｃ又はＤ等級』に格付けされている者であること。 

(4) 本学から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

(5) 公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体、又は公共の安全及び福祉を脅かすおそ

れのある団体に属するものでないこと。 

 

 



様式第３号 

 

再委託承諾申請書 

 
令和  年  月  日 

 

国立大学法人筑波大学 

契約担当役 財務担当副学長 殿  

 

 

                    申請者 

住 所  

名 称  

代表者             ㊞ 

 

 

 「福利厚生事業の業務委託（自動販売機の設置及び管理業務（視覚））」の企画競争に関し、下

記のとおり業務の（ 全部 ・ 主たる部分 ）を再委託いたしたく申請しますので、承諾くださる

ようお願いいたします。 

 

 

記 

 

 

１．再委託の（変更等）承諾を申請する業務及びその範囲（具体的に記載すること） 

 

 

２．再委託の（変更等）承諾を申請する必要性（具体的に記載すること） 

 

 

３．再委託の承諾を申請する業務の契約相手先の住所、商号又は名称及び代表者名 

住  所： 

   名  称： 

   代表者名： 

 

４．再委託の承諾を申請する業務の契約（予定）金額（総計） 

   ○○○○○円（消費税込） 

 

５．再委託の承諾を申請する業務の契約金額の根拠（該当する箇所に☑すること） 

□業務の再委託に際し、当該業務の履行（予定）者から、入札書・見積書を徴収した結果 

（その「写し」を添付） 

□継続的な履行関係が存在する（その証明書（契約書、協定書）の「写し」を添付） 

□その他（具体的な内容を記載し、その証明書を添付） 

 

６．その他特記事項 

 

 

以上 

どちらかを〇で選択 



 

 

様式第４号 

質 疑 書 

 

 

令和  年  月  日 

 

国立大学法人筑波大学 御中 

                    

住  所 

               （所在地） 

氏  名 

              （名称及び代表者名） 

 

（事務担当者） 

               所属部署 

               氏  名 

               電  話 

               ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 

 

福利厚生事業の業務委託（自動販売機の設置及び管理業務（視覚）） 

仕様書に対する質疑事項 

質疑内容 

 

※質問内容については、具体的かつ簡潔に記載すること。 

※提出期限は令和８年１０月２９日１７時００分（厳守）とする。 

 

  



福利厚生事業の業務委託（自動販売機の設置及び管理業務） 

 

審 査 基 準 

 

１ 選定委員の設置 

(１)  選定委員は、業者からの提案書を審査して採点を行うものとする。 

(２)  選定委員の数は、６名とする。 

 

２ 審査・採点 

選定委員は、別紙「評価項目及び得点配分基準」の評価項目ごとに、本学が示す要求要

件を満たしているか否かを審査し、評価区分に応じて下記のとおり採点を行う。 

 

（１） 評価区分「必須」・・・基礎点により採点する。 

（２） 評価区分「任意」・・・「加点付与基準（※）」により、加点（１～５）の範囲内で

評価し得点を付与する。 

但し、「⑯ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指

標」については、次ページのとおりとする。 

 

【加点付与基準】 

評価区分点数 

大変優れている 優れている 普 通 やや劣っている 劣っている 

５ ４ ３ ２ １ 

 

 

３ 業務委託業者の決定 

（１） 選定委員は、提案者ごとに基礎点及び加点の合計点数を算出し、選定委員の平均

点数を各提案者の点数とする。 

（２） 得点が最も高い者を、本件の事業者候補とする。 

 



【ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価】 

以下の認定等の中で該当する最も配点の高い区分により評価を行う。なお、内閣府男女共同

参画局長の認定等相当確認を受けている外国法人については、相当する各認定等に準じて評価

する。 

○女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく認定（える

ぼし認定企業・プラチナえるぼし認定企業）等 

  ・プラチナえるぼし認定（※1）＝1.06 点 

  ・えるぼし認定 3段階目（※2）＝0.88 点 

  ・えるぼし認定 2段階目（※2）＝0.71 点 

  ・えるぼし認定 1段階目（※2）＝0.45 点 

  ・行動計画策定済（※3） ＝0.18 点 

   ※1 女性活躍推進法第１２条の規定に基づく認定 

※2 女性活躍推進法第９条の規定に基づく認定 

なお、労働時間等の働き方に係る基準は満たすことが必要。 

※3 常時雇用する労働者の数が１００人以下の事業主に限る（計画期間が満了してい

ない行動計画を策定している場合のみ）。 

○次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定（くるみん認定企業・トライくるみ

ん認定企業・プラチナくるみん認定企業） 

  ・プラチナくるみん（※4）＝1.06 点 

・くるみん（令和 7 年 4 月 1 日以降の基準）（※5）＝0.80 点 

・くるみん（令和 4 年 4 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日までの基準）（※6）＝0.71 点 

・トライくるみん（令和 7 年 4 月 1 日以降の基準）（※7）＝0.71 点 

・くるみん（平成 29 年 4 月 1 日～令和 4 年 3 月 31 日までの基準）（※8）＝0.61 点 

・トライくるみん(令和 4 年 4 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日までの基準)(※9)＝0.53 点 

・くるみん（平成 29 年 3 月 31 日までの基準）（※10）＝0.45 点 

・行動計画（令和 7 年 4 月 1 日以後の基準）（※3、※11）＝0.18 点 

※4 次世代法第１５条の２の規定に基づく認定 

※5 次世代法第１３条の規定に基づく認定のうち、次世代育成支援対策推進法施行規

則の一部を改正する省令（令和６年厚生労働省令第１４６号。以下「令和６年改

正省令」という。）による改正後の次世代育成支援対策推進法施行規則（以下「新



施行規則」という。）第４条第１項第１号及び第２号に掲げる基準による認定 

※6 次世代法第１３条の規定に基づく認定のうち、令和６年改正省令による改正前の

次世代育成支援対策推進法施行規則第４条第１項第１号及び第２号又は令和６年

改正省令附則第２条第２項の規定によりなお従前の例によることとされた令和６

年改正省令による改正前の次世代育成支援対策推進法施行規則第４条第１項第１

号及び第２号に掲げる基準による認定（ただし、※８及び※１０の認定を除く。） 

※7 次世代法第１３条の規定に基づく認定のうち、新施行規則第４条第１項第３号及

び第４号に掲げる基準による認定 

※8 次世代法第１３条の規定に基づく認定のうち、次世代育成支援対策推進法施行規

則の一部を改正する省令（令和３年厚生労働省令第１８５号。以下「令和３年改

正省令」という。）による改正前の次世代育成支援対策推進法施行規則第４条又は

令和３年改正省令附則第２条第２項の規定によりなお従前の例によることとされ

た令和３年改正省令による改正前の次世代育成支援対策推進法施行規則第４条に

掲げる基準による認定（ただし、注１０の認定を除く。） 

※9 次世代法第１３条の規定に基づく認定のうち、令和６年改正省令による改正前の

次世代育成支援対策推進法施行規則第４条第１項第３号及び第４号又は令和６年

改正省令附則第２条第２項の規定によりなお従前の例によることとされた令和６

年改正省令による改正前の次世代育成支援対策推進法施行規則第４条第１項第３

号及び第４号に掲げる基準による認定 

※10 次世代法第１３条の規定に基づく認定のうち、次世代育成支援対策推進法施行

規則等の一部を改正する省令（平成２９年厚生労働省令第３１号。以下「平成２

９年改正省令」という。）による改正前の次世代育成支援対策推進法施行規則第４

条又は平成２９年改正省令附則第２条第３項に掲げる基準による認定 

※11 次世代法第１２条の規定に基づく一般事業主行動計画のうち、育児休業、介護

休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び次世代育成支援対

策推進法の一部を改正する法律（令和６年法律第４２号）による改正後の次世代

法第１２条第５項の規定に基づき令和７年４月１日以後に策定又は変更を行った

もの 

○青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）に基づく認定 

  ・ユースエール認定＝0.80 点 



業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

大項目 要　求　要　件

① コンセプト

② 設置計画図面（平面図、立面図）

③ 設置する自販機のイメージ・写真

④ 提供する商品の内容及び単価

⑤ ユニバーサルデザイン

⑥ キャッシュレス対応

⑦ 災害対応

⑧ その他のサービス内容

⑨ 工事内容等

⑩ 設置に伴う経費負担

⑪ 設置に伴う関係法令上の届出

⑫ 運用開始までの全体スケジュール

⑬ 責任体制

⑭ 防犯・災害対策

⑮ 商品等の補充頻度

⑯ 使用済み容器回収ボックスの設置及び管理

⑰ ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標

⑱ 売上額に対する還元

⑲他大学等での実績の反映

⑳ その他アピールしたい提案事項

24 21.06 0

建物にふさわ
しい

自販機

提案概要 施設利用者の利便性とニーズに対応した商品構成及びサービス内容を最優先に
考えた内容であることが簡略かつ具体的に説明されているか。

必須 1

利用者への
サービス

内容

生徒、教職員のニーズに配慮した商品構成が具体的に明示されているか。

その他、利用者に対するサービスについて提案されている。（販売価格や品揃えに
ついて、特別な配慮がある場合はここに記載すること）

任意

必須 3

1

【福利厚生事業の業務委託 運営業者選定】　評価項目及び得点配分基準

評価項目（要求要件） 評価区
分

基礎点
加点

（１～５）
採点

設置計画図面（平面図、立面図）が添付されていること。 必須

（１～５）

車椅子を使用される方や目の不自由な方が利用する場合に戸惑うことなく商品等
を購入できるように対応された自販機が提案されているか。

1

 設置する自販機の「デザイン、外観色」について、設置場所への景観配慮がなさ
れているか。（必須条件：設置する自販機のイメージまたは写真を添付すること）

必須

設置に付随する経費負担の考え方について記載されているか。 必須 1

生徒、教職員のニーズ及び福利厚生機能に配慮した単価設定であるか。 必須 3

各種届出内容について記載されているか。 必須 1

設置工事等

工事内容、工事期間、騒音対策、高校側への要望事項など設置工事関連事項に
ついて記載されているか。

必須 1

責任者への連絡体制、利用者からの苦情に対する処理方法について個々に記載
されているか。

必須 1

管理体制
管理体制、防犯対策、その他災害対策について個々に記載されているか。 必須 1

商品補充、代金回収、釣り銭補充の頻度について記載されているか。

合　　　　　　　　　　　　　　　　　計

任意 （１～５）

仕様書に示す売上額に対する還元について記載されているか。 任意 （１～５）
その他

その他アピールしたい提案事項があれば記載する。

必須 2

必須 2

必須 1

災害時に自販機の中の飲料を無料で提供できる機能（フリーベンド機能）のある自
販機が提案されているか。

必須 3

本学に提案できる、他学等（公共機関）での実績が記載されているか。 任意 （１～５）

設置工事、関係法令上の届出など運用開始までに委託業者・高校双方で必要な
準備作業について時系列的に記載されているか。

必須 1

ワーク・ライフ・バランス等の取組について記載されているか。 任意 (0.18～1.06)

使用済み容器回収ボックスからの廃棄物回収頻度及び処理方法（法律または条例
の規定に基づいた処理が行われるか）について記載されているか。

キャッシュレス機能を有する自動販売機が導入されているか。 必須 1



福利厚生事業の業務委託契約書（案） 

 

 委託者 国立大学法人筑波大学契約担当役 財務担当副学長 古田 和之（以下「甲」

という。）と、受託者                  (以下「乙」という。)との間

において、筑波大学附属視覚特別支援学校に設置した、福利厚生施設等において行う購買

等の福利厚生事業(以下、「福利厚生事業」という。)の業務委託に関し、次のとおり契約

を締結する。 

 

（目的） 

第１条 甲は、筑波大学の構成員である生徒・教職員(以下「生徒等」という。)に対する

福利厚生事業の一部を乙に委託し、乙は、これを誠実に責任をもって行うものとする。 

２ 乙は、福利厚生事業を行うにあたっては、常に一般市中業者と同等以上のサービスを

利用者に提供するよう努めなければならない。 

 

(施設等の貸与) 

第２条 筑波大学は、福利厚生事業のために、土地及び建物(以下「施設等」という。)を

別紙のとおり乙の利用に供する。ただし、工事等本学の事情により、場所を一時的に変

更できるものとする。 

２ 乙は、利用に供された施設等に自動販売機を設置し、購買に供する。 

 

(事業の実施) 

第３条 乙は、施設等において行う福利厚生事業にあたっては、健康的で良質な飲食物、

商品等を提供するものとする。 

 

(遵守義務) 

第４条 乙は、福利厚生事業を実施するに当たっては、関連する法令、規則等を遵守する

と共に、環境保全には最善の努力をしなければならない。 

２ 乙は、いかなる事由によっても筑波大学の社会的信用を失墜させたり、生徒等の不利

益となる行為をしてはならない。 

３ 乙は、福利厚生事業を運営する際にトラブルが発生した場合は、乙の責任において解

決を図るものとする。 

 

(契約期間) 

第５条 委託期間は、令和９年４月１日から令和１４年３月３１日までとする。 

 

 



(使用料) 

第６条 施設等の使用料は、無償とする。 

 

(施設及び設備の保管義務) 

第７条 乙は、第三者に施設等の全部又は一部を貸与し、または運営を委託することはで

きない。 

 

(善管注意義務) 

第８条 乙は、善良な管理者の注意をもって施設等を管理しなければならない。 

 

(設備の設置等) 

第９条 乙は、あらかじめ甲の同意を得て、業務に必要な自動販売機を乙の負担において

施設等に備えることができる。 

２ ただし、電気量検針メーターの設置等電気工事を必要とするときは、甲の許可を受け

ると共に、甲の指定する業者で施工しなければならない。 

３ 自動販売機設置場所には、必ず回収容器を設置し、定期的に回収作業を行うこと。 

 

(経費の負担区分) 

第１０条 乙は、福利厚生事業の運営に係る、人件費、光熱水費、その他福利厚生事業に

必要な経費を負担する。 

２ 乙は、光熱水費の実績相当額を年２回、甲の請求に基づき、指定する期日までに支払

うものとする。 

３ 乙は、指定期日までに前項に規定する請求額を支払わないときは、その翌日から納入

の日までの日数に応じ、年３％の割合で計算した金額を延滞金として支払わなければな

らない。 

 

(業務委託対価の不払い) 

第１１条 甲は、乙に対し業務委託に伴う報酬、その他いかなる対価も支払わない。 

２ 乙がこの契約による業務において、火災、盗難等の被害で損害を受けても、甲は賠償

の責任を負わない。 

 

(損害賠償) 

第１２条 乙は、その責に帰する事由により施設等に損害を与えたときは、その損害額に

相当する金額を損害賠償額として甲に支払わなければならない。ただし、損害を与えた

施設等を原状に復したときは、この限りでない。 

２ 前項に掲げる場合のほか、乙が、本契約書に定める義務を履行しないため、甲に損害

を与えたときは、その損害額に相当する金額を損害賠償額として甲に支払わなければな



らない。 

 

(営業状況等の報告) 

第１３条 乙は、福利厚生事業により生じた売上額を甲に報告するものとする。 

２ 甲が、乙に対し、福利厚生事業の内容及び業務状況、施設、設備等の管理状況等につ

いて報告を求めたときは、これに応じなければならない。 

 

(売上額に対する還元) 

第１４条 乙は、売上額に係る甲に対する還元金については、別紙に基づき算出するもの

とし、４月から９月分及び１０月から３月分の年２回、甲の請求に基づき、指定する期

日までに支払うものとする。 

なお、消費税額及び地方消費税額（以下「消費税等」という。）については、還元金の

算出時の税率を適用するものとし、１円未満の端数が生じた場合は切り上げるものとす

る。 

２ 乙は、指定期日までに前項に規定する請求額を支払わないときは、その翌日から納人

の日までの日数に応じ、年３％の割合で計算した金額を延滞金として支払わなければな

らない。 

 

(契約の解除・解約) 

第１５条 甲は、乙に本契約に違背する事実があったと甲が認めたときは、本契約の解

除・解約又は契約の一部を変更することができるものとする。 

２ 乙は、乙の責に帰すべき事由によって本契約の解除・解約を乙が申し出たとき又は福

利厚生事業の継続が不可能と甲及び乙が認めたときは、本契約を解除・解約することが

できる。ただし、乙は甲と協議の上決定する期日まで業務を継続しなければならない。 

３ 甲及び乙は、甲のやむを得ない事由により、甲が施設等の利用を必要とすることとな

ったときは、誠意をもって協議の上、契約の解除・解約又は契約の一部を変更すること

ができるものとする。 

４ 乙は、第１項から第３項により契約の解除・解約又は契約の一部変更があった場合、

甲に対し、異議の中し立て、営業権の補償等の損害賠償その他一切の請求を行使するこ

とができない。 

 

(契約解除後の物件引渡等) 

第１６条 甲又は乙が契約を解除・解約したとき、または委託期間が満了したときは、乙

は乙の負担において甲・乙協議の上決定する期日までに施設等を原状に回復して返還し

なければならない。ただし、乙が設置した看板・什器備品以外の施設等に関しては、甲

が承認をしたときには乙は現状有姿のまま甲に引渡すものとする。 

２ 乙が原状回復の義務を履行しないときは、甲は乙の負担においてこれを行うことがで



きる。この場合、乙は甲に異議を申し立てることはできない。 

 

(費用等の償還不請求) 

第１７条 委託契約が終了した場合において、乙は施設等に改良のために投じた有益費そ

の他の費用が現存している場合であっても、 甲に対しその費用等の償還の請求はしな

いものとする。 

 

(施設等の調査) 

第１８条 甲は、施設等を随時実地調査し、又は所要の報告を求め、その管理に関し指示

することができる。 

 

(その他) 

第１９条 この契約に定めるもののほか、必要な細目は、国立大学法人筑波大学契約事務

取扱細則によるものとする。 

 

(紛争) 

第２０条 この契約について、甲乙間に紛争を生じたときは、両者協議により、これを解

決するものとする。 

 

(協議) 

第２１条 この契約に定めのない事項について、これを定める必要が生じた場合は、甲乙

協議の上、定めるものとする。 

 

上記契約の成立を証するため、甲乙は次に記名し印を押すものとする。 

この契約書は２通作成し、双方で各１通を所持するものとする。 

 

令和  年  月  日 

 

                甲 茨城県つくば市天王台一丁目１番１ 

                  国立大学法人筑波大学 

                  契約担当役 

                  財務担当副学長  古田 和之  

 

                乙 

 

 

 



 

別紙１ 

 

自動販売機設置場所一覧 

 

No. 設置場所 台数 内訳 還元率 

１ 附属視覚特別支援学校体育館玄関前 1 台 清涼飲料水   ％ 
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